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水中ポンプ RAUシリーズ

2021年10月7日

『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 2

１.水中ポンプの現状
２.渇水運転
３.自動化による改善点
４.水中ポンプ自動制御ユニットの開発
５.人件費の削減効果
６.製品ラインナップ
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『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 3

『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 4

水位は低下し続け、
最終的には水が無くなり

を行うことになります
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『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 5

水が無く、空気を一緒に吸い込みながら
運転する状況のこと。

本来の目的である水の運搬は行われず、
様々な します。

『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 6

『渇水運転』による悪影響
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『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 7

の発生を抑えるために、

『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 8

モータは回り続け電力を消費します。
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『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 9

部品摩耗が激しくなります。
製品寿命も影響を受けます。

『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 10

空気や砂混じりの水の中でインペラが回るので、
通常運転時よりも騒音が発生しやすくなる。

渇水状態を減らした結果、

されます。

7



『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 11

静電容量方式での水中ポンプは0.4kw～3.7kwまで。

好評により大型が望まれ を製
造しました。

『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 12

『 そこで櫻川では

オートポンプユニット を

開発しました 』
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『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 13

・既存のポンプで

・現場に合わせた

・現場での

・ポンプ
・現場使用での

『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 14

既存の水中ポンプに を
取り付けることにより、水位による「
」を になり
ます。
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『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 15

従来技術

ポンプの電源操作は手動で行う。
センサが水を検知して自動で運転制御を

行える。

『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 16

5.5kw～11kwまでの、

『大型ポンプ・サンドポンプ』
に取り付けることが可能。
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『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 17

標準品からの自動化

『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 18

センサー先端まで水位が上昇すると、運転を
開始。 は流入量に合うようにポンプ内
の
させます。
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『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 19

ポンプ動作の流れ

センサレベル
センサレベル

ポンプ電源投入
センサレベル以上の水位に
なると起動。

センサレベル以下になった場合
タイマー運転後停止。

ストレーナ

水位

水位
水位

水位

タイマー運転による水位制御

2回目の動作からストレーナ付近の
水位にて停止するように
タイマー運転時間を制御していく。

タイマー運転により水位が
下がりすぎると
渇水検知により停止する。

『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 20

運転水位はセンサー先端。この
センサー線は手で変形可能な

。

道具を必要とせず、現場にて
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『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 21

従来の内蔵モータ保護装置に加え、長期間ポ
ンプ停止による を
追加(24時間停止状態を検知→数秒間自動運転)

も追加。

『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 22

ポンプの起動・停止を で行うこ
とで接点の焼き付けを防ぐ。また、

することで異物付着による誤動作
を低減。更には 動作
プログラムになっております。
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『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 23

社内実験結果より、
人件費削減による
経済性の向上は

『 』
月削減しました。

『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 24

RAUシリーズのラインナップ *水中サンド・攪拌タイプ
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『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 25

RAUシリーズのラインナップ *水中サンド・攪拌タイプ

『水中ポンプ自動制御ユニット（オートポンプユニット） 』 ・ Page 26

ご静聴ありがとうございました。
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技　 術 　概 　要

問合せ先(開発会社) 　株式会社アストン 技術部　担当：谷村 成　　　電話番号：０８６－２５５－１５１１

問合せ先(九州統括) 　株式会社計測技研 営業部　担当：高島 一顕　　電話番号：０９２－９３９－２６０６

技術名称 ＮＥＴＩＳ登録番号
２液混合型 けい酸塩系表面含浸材

ＣＳ－２１ビルダー
ＣＧ－１７０００９－Ａ
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２液混合型けい酸塩系表面含浸材ＣＳ－２１ビルダー（ＮＥＴＩＳ：ＣＧ－１７０００９－Ａ）

◆標準工程概要図 施工手順

２．CS-21ビルダー（100g/㎡）塗布

１．CS-21ビルダー（200g/㎡）塗布

（標準歩掛，労務単価：R3熊本県，材料ロス10％含む）

◆何について何をする技術なのか?

中性化の進行した既設コンクリート構造物に適用する表面保護材。

２液混合型のけい酸塩系表面含浸材で、混合直後から一定時間、低粘度状態を保ち、浸透した空隙内で
反応によりゲル化する性質を有している。

コンクリート表面に塗布し浸透させることで、ひび割れ深部を含む表層部を緻密化し、施工後新たに発
生する微細空隙を継続的に充填して、水や各種劣化因子の侵入（鋼材腐食）を長期にわたり抑制する。

かぶりコンクリートを健全に保つことができ、既設コンクリート構造物の長寿命化に寄与する。

◆適用可能な範囲／特に効果の高い適用範囲

既設コンクリート構造物／中性化が進んだコンクリート構造物

目視では視認し難い微細ひび割れや、打継目などの劣化の進行が懸念される部分

◆適用できない範囲

セメント成分を含まないもの(樹脂コンクリートなど)

既に浸透性吸水防止材などが塗布され、撥水性が付与されたコンクリート

◆適用にあたり、関係する基準

土木学会発刊 コンクリートライブラリー119 表面保護工法設計指針(案)

> 工種別マニュアル編 P143～187 > 表面含浸工マニュアル（けい酸ナトリウム系表面含浸材）

土木学会発刊 コンクリートライブラリー137 けい酸塩系表面含浸工法の設計施工指針(案)

> 反応型けい酸塩系表面含浸材

◆ＣＳ－２１シリーズ製品による表面保護工法の選定フローチャート（例）

適用範囲：中性化/塩害/凍害抑制対策（劣化過程が潜伏期段階までの既設に対し、単独で適用する場合）

適用外：ＡＳＲ/化学的侵食

※躯体防水の場合は、従来のＣＳ－２１を推奨【旧CB‐020055 期間満了につきNETIS登録終了(2017年3月末まで)】

設計価格：３,２００円/ｍ２

要
求
性
能

https：//www.cs21.jp

適
用
外

新
設

CS-21ネオ塗布工法
CG-160013-VE 活用促進技術

美
装
の
必
要
性

な
し

CS-21ビルダー塗布工法
CG-170009-A

適
用
範
囲

既
設 あ

り
CS-21保護美装工法
＞CS-21塗布＋CSﾌｨﾗｰ被覆

素地調整
CS-21ビルダー
塗布(1回目)

CS-21ビルダー
塗布(2回目)

＊素地調整：高圧洗浄、サンダーケレンなど

＊塗り重ね間隔：約60分（指触乾燥確認後）
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コンクリート改質剤ＣＳ－２１は、
（株)アストンが開発した国産材料

1993年（平成5年）に
漏水補修の注入止水材として製品化

塗布工法による

・表面保護

・躯体防水

・微細ひび割れ補修

などに用途が拡大

ＣＳ－２１ビルダーの基になった ＣＳ－２１とは

18



ＣＳ－２１シリーズ製品の施工実績

下向き塗布 横向き塗布 上向き塗布

開発年 使用材料

1993年（平成 5年） ＣＳ－２１

2006年(平成18年)
ＣＳ－２１モイスチャー

ＣＳ－２１クリアー

2007年(平成19年) ＣＳ－２１ひび割れ補修セット

2011年(平成23年) ＣＳ－２１クォーツ

2015年(平成27年)

補助剤ＣＡ－２１

ＣＳ－２１ネオ

ＣＳ－２１ビルダー[主剤+助剤]

主なＣＳ－２１シリーズ製品
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ＣＳ－２１シリーズ製品の使い分け

塗布工法

躯
体
防
水

表
面
保
護

要
求
性
能 適

用
外

適
用
範
囲

美
観
回
復
の

必
要
性

あ
り

な
し

ＣＳ－２１

CS-21＋CSフィラー

CS-21ビルダー

CS-21ネオ

既
設

新
設

主成分による分類
表面保護工法設計施工指針（案）

2005年発刊（土木学会）

けい酸塩系表面含浸工法の
設計施工指針（案）

2012年発刊（土木学会）

改質機構による分類

塗布工法の分類

コンクリートのひび割れ調査、
補修・補強指針

2009年発刊、2013年小改定
（コンクリート工学会）
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表面保護の適用範囲

土木学会の２０１８年制定コンクリート標準示方書［維持管理編］
コンクリート構造物の劣化現象・劣化機構に対するＣＳ－２１シリーズ製品の適用性

（ 新新設から劣化過程が潜伏期段階までの既設に対し、単独で適用する場合 ）

劣化現象・劣化機構 適用性 効果

中性化 ○ 中性化の進行抑制、水の浸透を抑制

塩 害 ○ 塩化物イオンの浸透抑制、水の浸透を抑制

凍 害 ○ スケーリングの抑制、水の浸透を抑制

化学的侵食 － 適用範囲外

アルカリシリカ反応 － 適用範囲外

○：適用可能 △：適用する場合検討が必要 －：適用外

ＣＳ－２１ビルダー 表面保護材（既設）

荷 姿

ＮＥＴＩＳ：ＣＧ-１7０００９-Ａ

２液混合型けい酸塩系表面含浸材

21



ＣＳ－２１ビルダーの混合概要

１．CCS-21ビルダー塗布
１．表層部の水分調整

２．ＣＣＳ－２１塗布

３．湿潤散水

新工法

標準塗布量：200ｇ/㎡+100ｇ/㎡

＊表層品質により塗布量に増減あり

設 計 価 格：３,１００円／ｍ２

日当り施工数量：１５０ｍ２／日

ＣＳ－２１ビルダーの施工概要

従来工法

標準塗布量： 150g/㎡ ×２回

＊表層品質により塗布量に増減あり

設 計 価 格：３,８００円／ｍ２

日当り施工数量： ７５ｍ２／日

－ 直接工事費：３００㎡以上連続面、固定足場、下・横向き塗布、労務費アストン協会単価 －

２．CCS-21ビルダー塗布

４．ＣＣＳ－２１塗布

５．湿潤散水
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ＣＳ－２１ビルダーの塗布による効果

ＣＳ－２１ビルダーの特徴①

新設 経年後（既設）ＣＯ２

中性化した範囲水酸化カルシウム 炭酸カルシウム
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ＣＳ－２１ビルダーの特徴②

従来材料の問題点への対策

中性化したコンクリートでの
反応性を向上させるため、

新たに水和反応活性剤という
成分を含有させた
けい酸塩を主成分とする材料

ＣＳ－２１を開発（1993年）。

中性化した材齢の古い既設でも効果を発揮

新製品：CS-21ビルダーにより、更に反応性向上

２液混合型
助剤により
水酸化カルシウム補給

ＣＳ－２１ビルダーの性能確認試験

項 目 CS-21ビルダー

乾燥固形分率 26.7％

種 類 反応型

含浸深さ 4.4ｍｍ

吸水比＊ 69 ％

中性化深さ比＊ 77 ％

Cl－浸透深さ比＊ 78 ％

質量損失比＊ 50 ％

ひび割れ透水比＊＊ 7 ％
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ＣＳ－２１ビルダーの施工効果確認試験①

ＣＳ－２１ビルダーの施工効果確認試験②
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ＣＳ－２１ビルダーの施工事例①

地覆部

下向き
横向き
塗布

床版下面

上向き
塗布

桁部

横向き
上向き
塗布

橋台部

横向き
塗布

ＣＳ－２１ビルダーの施工事例②

工事名：長崎地区水産物供給基盤機能保全工事(浮桟橋)

発注者：長崎県 長崎振興局

概 要：既設浮桟橋の補修工事、当初設計(コンクリート打ち換え)から設計変更

26



ＣＳ－２１ビルダーの施工事例③

営業しながらの施工希望 → 打ち換えでは、営業しながらの施工は困難

片側ずつ施工可能な、樹脂注入＋CS-21ビルダー塗布を提案し採用

＊幅0.3ｍｍ以上＝樹脂注入、その他の微細ひび割れ補修を兼ねて全面塗布

CS-21ビルダー塗布状況 ローラー塗布状況

ＣＳ－２１ビルダーの施工実績
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ビルダーの歩掛は、ＮＥＴＩＳ登録情報に掲載の他、
下記、『標標準単価表』をアストン社ＨＰで公開中

ＣＳ－２１ビルダーの歩掛

建設物価調査会：発行
・土木コスト情報

経済調査会：発行
・土木施工単価

に掲載の
『表面含浸工』
都道府県別の調査価格
機 労（材料費を除く）
も適用可能です。

ＣＳ－２１ビルダー

２液混合型のけい酸塩系表面含浸材

躯体に水酸化カルシウムを補給でき、
表層部の中性化した既設構造物の
表面保護に最適

浸透性に優れ、材料塗布前後の
散水が省略でき、施工性が良好

長寿命化・耐久性向上対策などに
おける、工期短縮・コスト縮減に寄与

まとめ
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ＣＳ－２１関連情報

Produced by

keisokugiken
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技 術 概 要 
 

技術名称 丸太打設液状化対策&カーボンストック(LP-LiC)⼯法 担当部署 研究会事務局 

NETIS登録番号 KT-190054-A 担当者 三輪 滋 

社名等 木材活用地盤対策研究会 電話番号 080-8422-1528 

技術の概要 丸太を用いた，炭素貯蔵も同時に実現する，密度増大による液状化対策 

【地中に森をつくろう！！】 
 

１． 技術開発の背景及び契機 
 

地球温暖化が進み，環境負荷を抑え，かつ持続可能な開発ができる建設手法が求めら

れる時代が来ることを確信し，成長中に温室効果ガスである二酸化炭素を体内に貯蔵す

る木材（丸太）という自然材料による地盤改良工法を開発しています．2011年東日本大

震災により広域で液状化被害が生じ，狭隘部や小規模建築にも適用可能な液状化対策工

法が求められたことから，まず，丸太による液状化対策工法を開発しました． 
 

２． 技術の内容 
 

液状化対策と地球温暖化の緩和と同時に実現し，さらには森林・林業の活性化にも貢

献する，持続可能な成長にかかせない工法です．間伐材などの丸太を液状化が生じやす

い地下水位の高い緩い砂地盤に打設し，地盤を密実にする液状化対策工法です．木材は

地下水位以深では酸素がないので，腐朽や蟻害といった生物劣化を生じません．そのた

め，丸太は半永久的に健全性を保つとともに，成長中に光合成で木材に固定した炭素を

地中に貯蔵することができ，国土強靭化と温室効果ガス削減を同時に実現します．施工

は低振動・低騒音で，材料の飛散や残土の排出や周辺地盤への変位，地下水汚染がな

く，周辺環境にやさしい工法です． 
 

３．技術の効果 
 

・対策原理は，信頼性の高い密度増大を基本としています． 

・施工時の現地調査や振動実験により，従来の密度増大工法と同様な液状化対策効果を

発揮することが確認されています． 

・地下水位以深では，丸太は腐るなどの生物劣化を起こしません．さらに，透水性の低

い地盤や被覆土を用いることで，丸太の長期耐久性を確保しています． 

・丸太を地盤中に打設することで温室効果ガスのCO2を長期間貯蔵します． 

・貯蔵するCO2の量は，材料の製造・調達や工事によって排出されるCO2の量に比べて，

はるかに多くなります． 

・CO2を排出する他の工法に対して，工事により炭素貯蔵ができるので，地球温暖化抑

制に効果が発揮されます． 
 

４．技術の適用範囲：様々な制約条件に対応します． 
 

・自然素材を用いるので，地下水汚染などの心配がない． 

・丸太は地盤に静的に圧入するので，低振動・低騒音である． 

・大型重機を必要としないので，市街地・狭隘地での施工が可能である． 

・丸太を無排土で圧入するので建設残土の発生がない． 

・施工時に材料の飛散がない． 

・プラントなどの設備を必要としない． 

・丸太打設による周辺地盤への変位はほとんど生じない． 

・養生期間が不要で，次工程にすぐ入れる． 
 

５．活用実績（2021年6月31日現在） 26件 
 

国の機関  0 件    (実証実験は含まない) 

自治体   3 件（九州 0件，九州以外  3件）  

民  間  23 件（九州 1件，九州以外 22件）  

木材活用地盤対策研究会 

e-mail： office@mokuchiken.com 

URL： https://mokuchiken.com 

      
←研究会 

        LP-LiC工法の施工動画→      
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      液状化対策効果               工法ごとのCO2排出量・貯蔵量の比較 
丸太の打設により地盤の密度，液状化強度が増加する         環境負荷に大きな違いがある 

 

地中に森を 

つくろう！！ 
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Log Piling Method for Liquefaction Mitigation and Carbon Stock
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Log Piling Method for Liquefaction Mitigation and Carbon Stock
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Log Piling Method for Soft ground and Carbon Stock
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技術名称 土石流検知アラートシステム 担当部署
情報システム事業本部
情報システム事業部　防災情報システム部

NETIS登録番号 ＱＳ-200028-Ａ 担当者 望月　優生

社名等 いであ株式会社 電話番号 03-6328-5823

技術の概要

技 術 概 要　

①急激に流下する土石流映像をもとに瞬時に土石流を検知できます
②非接触による検知技術のため何度も繰り返して検知することができます
③検知の瞬間を静止画像でアラートメールで配信するとともに、土石流発生前後の映像保存が可能となり
ます

４．技術の適用範囲

①適用可能な範囲
・渓流全般（カメラ持込みおよび設置が可能な場所、CCTV等の利用も可能）です
・カメラの環境条件は、ポール等で固定してカメラ画素数は30万画素以上を推奨とします
・構造物（砂防堰堤等）とカメラまでの距離は100m程度を推奨とします
・構造物を流下する水面が視認できるが獲（構造物を正面から撮影する画角）を推奨とします
②特に効果の高い適用範囲
・渓流等に設置された砂防堰堤を正面方向から撮影すれば高精度な発生検知が可能となります
・砂防工事における上流部での土石流を検知します
・土石流発生時に記録した映像により、詳細な発生時刻と状況を再現することが可能となります

５．活用実績

国の機関　３件　（九州　０件、　九州以外　３件）
自治体　０件　（九州　０件、　九州以外　０件）
民間　０件　（九州　０件、　九州以外　０件）

１．技術開発の背景及び契機

　近年では毎年のように発生する土砂災害により、人命被害や家屋流失等が頻発しています。土石流発生
検知技術として、既にワイヤーセンサーや衝撃センサー等は整備されていますが、ワイヤーセンサーは一
度切断された場合に再度張り直す必要があり、衝撃センサーは落石等で誤検知が発生しやすい等の課題
があります。また接触型のセンサーは、土砂による破損や埋没等によりセンサー自体が機能しないことが
あります。
　全国の渓流や砂防堰堤等にはCCTVカメラが多数整備されており、これらのCCTV画像を自動解析し有効
活用できれば監視体制の一層の向上が期待できます。本システムは、CCTVカメラ等のカメラ映像を活用し
た画像解析により土石流発生を非接触で瞬時かつ的確に検知する仕組みを開発し、危機管理体制の強化
に資するシステムをご提供いたします。

２．技術の内容

　本システムは、画像解析技術（ＰＩＶ手法）を利用した土石流をリアルタイムに検知することが可能システム
です。　ここでの画像解析では、流体の流れが一定の移動量が検知された状態（継続ベクトル）を一定時間
検知されることで土石流と判断するため、渓流保全工や砂防堰堤等を流下する急激な土石流の流れを瞬
時かつ自動で検出することが可能となります。（特許第6632757号　環境異常検知装置）
　また、土石流検知を行った場合は、迅速に関係者へ画像付きアラートメールを送信するため、離れた場
所でも確実に土石流発生状況を確認することができます。

３．技術の効果
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写真・図・表

PIV⼿法で流れのベクトルが下⽅向に継続して検出される箇所を検知します。
 ⼀定量の移動量が検知された状態（継続ベクトル）を⼀定時間検知することで、⼟⽯流と判断します。
（例：数秒間継続して下⽅向のベクトルを検知した場合、⼟⽯流とします。）

 ⾬滴や異物が画⾯内に⼀時的に⼊る場合は、⼟⽯流として検知しません。

検知枠

流れのベクトル

PIV⼿法により砂防堰堤を流下する
⼟⽯流の流れのみを検出します
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土石流検知アラートシステム

～カメラ映像によるリアルタイム土石流検知システム～

（株）拓和

振動センサー

ワイヤーセンサー

衝撃センサー

振動センサー

（株）エイビット

昭和測器（株）
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センサータイプ 課題

ワイヤーセンサー
ワイヤ―が切断されることで異常検知が可能であるが、一度切断された場合
は、再度張り直す必要があり、その間は欠測となります。
落石や動物等により切断・誤報の可能性があります。

振動センサー
地面の中にセンサーを埋め込み、土石流が発する地盤振動を捉える仕組みで
あるが、埋め込み作業が大がかりとなります。
精度を上げるためには、センサーを複数台設置することが必要となります。

衝撃センサー
杭等を設置し、その杭への衝撃等を検知する仕組みであるが、落石等で誤検
知が発生しやすくなります。
精度を上げるためには、センサーを複数台設置することが必要となります。

現状の接触型センサーでは、土石流の発生検知が適切に行われない
状況が多発しています。

渓流等で発生する土石流について、カメラ映像を利用して、非接触
で瞬時に検知を可能とし、検知状況を画像をもとにアラートメールで
通知する技術です。
カメラ映像を利用して、渓流等で発生する土石流を瞬時に検知する
「土石流検知センサー」をご提案します。

急激に流下する土石流映像をもとに土石流検知を瞬時に検知できます。

非接触による検知技術のため何度も繰り返して検知することができます。

検知の瞬間を動画映像と静止画像で記録するとともに、

検知前後10分間の映像保存が可能となります。

カメラで
渓流を監視 映像から土石流発生を検知

アラートメールでお知らせ

カメラ映像を利用して、
土石流の発生を何度も
繰り返して検知できる
非接触型センサーです。
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PIV手法で流れのベクトルが下方向に継続して検出される箇所を検知します。

一定量の移動量が検知された状態（継続ベクトル）を一定時間検知することで、土石流と判断します。

（例：数秒間継続して下方向のベクトルを検知した場合、土石流とします。）

雨滴や異物が画面内に一時的に入る場合は、土石流として検知しません。

※PIV手法：粒子画像流速測定法(Particle)Image)Velocimetry)
時間経過で変化する水面を撮影した動画像から、画像上の小領域
の1コマ後に移動した量を検出し、非接触型で流速を求める技術です。
主に移動物体の検出やその動作の解析等に利用される技術です。

検知枠

流れのベクトル

PIV手法により砂防堰堤を流下する
土石流の流れのみを検出します

１. 誤検知を極力抑えリアルタイムで検知可能な手法

・画面上に高さ12×幅12ピクセルの検知枠を複数個設定します。

・各検知枠内に縦6×横6個の計36個の計測点を設定します。

２. PIV手法による土石流検知の仕組み

流向・流速を検出
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検知には2秒間（60枚）の動画像を使用

・PIV手法により、連続する画像2枚ずつで計測点の流向と流速を算出します。
・2秒間（59回）の計測結果から、計測点それぞれの流向と流速の平均値を
計算します。

検知しない 検知する

土石流の傾向
流向が一定方向に向いている

流速が大きい

平常時の傾向
流向がバラバラ

検知しない

雨の傾向
流向が下側に向いているが
土石流の流速よりも大きくない

2秒間の流向と流速の平均値を元に、土石流の判定を行います。

＜土石流として検知する条件＞（検証結果より）
計測点の土石流が流下する方向へ向いている割合が440%(15点)以上存在して
いること。
計測点の流速ベクトルの移動量が下下方向に2ピクセル以上移動していること。
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特許第6632757号 名称：環境異常検知装置

2019年12月に当社では、この土石流検知の

PIV手法について特許を取得しました。

カメラ 収集した期間 土石流発生時刻
二の沢CCTV（解析用CCTVカメラ） 2019/10/12 14：00～19：00 2019/10/12 15:18:05
三の沢CCTV（解析用CCTVカメラ） 2019/10/12 17：00～19：00

2019/10/12 17:11:35
三の沢CCTV（高解像度カメラ） 2019/10/12 16：00～19：00

収集した出水時の映像一覧

カメラ 解像度
二の沢CCTV（解析用CCTVカメラ） 40万画素（780×580 pix）
三の沢CCTV（解析用CCTVカメラ） 40万画素（780×580 pix）
三の沢CCTV（高解像度カメラ） 200万画素（1920×1080pix）

解析に利用したカメラの解像度

出水時の映像整理
2019年の出水時の映像をもとに土石流検知が行えるか否かの検証を行うことを目的に、土石流発生の瞬間を収めた映像

について整理を行いました。

＜二の沢CCTV（解析用カメラ）の映像キャプチャ＞ ＜三の沢CCTV（解析用カメラ）の映像＞キャプチャ＞

＜三の沢CCTV（高解像度カメラ）の映像キャプチャ＞
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出水時の映像

土石流発生時における検知の検証結果

■調査対象映像 ：二の沢 2019/10/12))15:00)～ 15:30（30分間）
■土石流発生時刻 ：2019/10/12) 15：18頃土石流発生
■検知枠 ：12個の検知枠を検証
■カメラ解像度 ：40万画素

検知枠1～12の
12枠について検知率を確認しました

検知枠 ① ② ③ ④ ⑤
土石流発生前 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

土石流発生後 91.7%87.5％84.7％81.7％80.3％

土石流発生時の検知率のまとめ（二の沢）

1 12

二の沢における
土石流発生時の検知率

【二の沢における土石流検知の検証結果】
時 分に砂防堰堤を土石流の先端部が流下した時間を基準に土石流発生後 分間の映像で検証を行った。

画面内に配置した 個の検知枠で土石流発生前後における検知率を整理した。この結果、土石流発生前は誤
検知がなく、土石流発生直後は、検知率平均 であった。検知枠においては、土石流の先端部が常時流下
していない箇所もあったが検知率は概ね高い傾向を示した。

⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ 平均
0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

88.1％82.2％78.3％93.6％84.4％99.2％98.3％87.5％

検知率の算定に関する注意事項

二の沢においては、土石流発生の瞬間は砂防堰堤全体を流下していたが、その後は堰堤上面への土砂堆積により土石流が流下する位
置が堰堤の片側に片寄ったりする等したため、検知枠上を流下しない時間もあった。ここでの検知率は検知しない時間も含めているため、
検知率が低い箇所も発生している。
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■調査対象映像：三の沢 ：2019/10/12))17:15)～ 18:00（45分間）

■土石流発生時刻 ：2019/10/12) 17：26頃 土石流発生
■検知枠 ：16個の検知枠中の2個で検証
■カメラ解像度 ：40万画素

200万画素

検知枠2、10の
2枠について検知率を確認しました 検知枠 ② ⑩ 平均

土石流発生前 0.0% 0.0% 0.0%
土石流発生後 99.1% 99.4％ 99.3％

検知枠 ② ⑩ 平均
土石流発生前 0.0% 0.0% 0.0%
土石流発生後 90.3% 87.8％ 89.1％

40万画素

三の沢における
土石流発生時の検知率

土石流発生時の検知率のまとめ（三の沢）

【三の沢における土石流検知の検証結果】
時 分に砂防堰堤を土石流の先端部が流下した時間を基準に土石流発生後 分間の映像で検証

を行った。画面内には 個の検知枠を配置したが、この検証では先端部が通過した 個の検知枠の箇所

で土石流発生前後における検知率を整理した。この結果、土石流発生前は誤検知がなく、土石流発生直
後は、検知率平均 であり、土石流発生後の検知率は高い傾向を示した。

土石流検知の判断条件の設定

砂防堰堤を流下する土石流を確実に検知する際には、誤検知を極力避ける必要があることから、継続

して流下するベクトルを一定時間検知した場合に土石流と判断するものとしています。

１つの検知枠が連続して４秒間（２秒ごとの映像を２回分）流下するベクトルを検知した際に、土石

流として検知させることで、誤検知をより最小限にできるような仕組みとしています。
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システムのトップ画面 現在時刻を表示1

管理トップ画面へ2

土石流検知処理
の起動状況を表示

3

結果詳細画面へ4

流量・土砂量画面へ5

現在のカメラ
状況を表示

6

現在のCCTVカメラ映像と、
土石流検知状況を表示

7 雨量・流量グラフを表示8

検知枠を複数個設置･グループ化

上･中･下流の堰堤に検知枠を設置

検知枠の位置は、任意の場所に自由に設定することが可能です。
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雨量と流量、土砂量のハイドログラフを表示1

画像解析による流量計測の結果を断面図で表示2 雨量と流量、土砂量の数値表を表示3

①計画・準備①計画・準備

② カメラ画角等の設定② カメラ画角等の設定

③ システム調整 ･
DB設定

③ システム調整 ･
DB設定

④ 土石流検知システム
の作成

④ 土石流検知システム
の作成

⑤報告書等作成⑤報告書等作成
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現場条件

カメラは土石流発生時に流されることが無いように、渓流等から
離れた位置で、できるだけ高い位置に設置します。
アラートメールを配信するために、携帯電話の通信エリア内
（docomo､au､Softbank）に設置します。

適用可能範囲

渓流全般（カメラ持込みおよび設置が可能な場所、CCTV等の利用
も可能）とします。
カメラの環境条件は、画素数は30万画素以上、ポール等で固定す
る（推奨とするカメラ）ものとします。
構造物（砂防堰堤等）とカメラまでの距離は100m程度を推奨
土石流検知を行う際は、構造物を流下する水面が視認できる画角
（構造物を正面から撮影する画角）を推奨とします。

施工条件

カメラの画角内には、できる限り自動車等のライトのハーレー
ションが映りこまないようにカメラを設置します。
現場カメラ機器と一緒に設置したパソコンに、システムをインス
トールする必要があります。

カメラ設置状況（現場）

項目 仕様
監視用カメラ カメラ解像度は30万画素以上

（検知精度を向上させるためには200万画素を推奨とする）

解析用パソコン ＯＳ ：Windows Server 2019 以上
ＣＰＵ ：周波数：2.6GHz以上
コア数 ：14C/28T以上
メモリ ：16GB以上
ストレージ ：SSD RAID5構成 480GB以上
ポート ：10Gb 2ポート以上

保存用ストレージ 5TB 程度（映像保存期間により容量は変わる）

パソコン等収納ボックス 収納ボックス内の
パソコン配置例

解析用パソコン

施工状況写真

システム仕様（推奨）

土石流検知画面
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業務名 事業種類 整備局名 事務所名 業務開始 業務終了

大山砂防渓流画像解析システム検討業務 一般業務 中国地方整備局
日野川河
川事務所

日野川河川事務所 導入実績

日野川河川事務所 サーバルームへの検知サーバ導入事例

システム画面（例）

① 各カメラから伝送された映像を土石流検知システムへ取り込む。
② システムに取り込んだカメラ映像を、システム内の「動画蓄積 」へ数秒単位で細分
化した静止画として保存する。

③ 細分化した静止画をもとに画像解析により土石流の発生検知を行う。
④ 発生検知状況を 画面で閲覧可能となるようにする。

⑤ 関係者へのアラートメールを配信する。

画面でシステム表示

動画取得 表示

カメラ

画像解析

・土石流検知機能
・土石流規模の算定

【土石流検知システム】

＜動画蓄積 ＞
映像
取得

映像切出し 静止画
・数秒単位の動画
（任意の時間映像）

解析結果

①

②

⑤

【メール配信サーバ】

メール配信

③ ④カメラ

カメラ
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通知内容 通知文の内容

アラート通知（注意）
一の沢で土石流（注意レベル）を検知しました。
一の沢の状況を確認してください。

アラート通知（警戒）
一の沢で土石流（警戒レベル）を検知しました。
一の沢の環状道路への土砂流入が予想されますので、注意してください。

アラート通知（危険）
一の沢で土石流（危険レベル）を検知しました。

直ちに一の沢の状況を確認し、大内地区の住民へ避難を促す情報提供
の準備を開始して下さい。

カメラ画像内に映る砂防堰堤に検知枠を配置し、 段階検知枠に「注意」、「警戒」、
「危険」の役割を持たせることで、段階的に異常を通知するものとする。

アラートメールの通知内容（例）

段階的なアラートメールの配信

アラート通知メールの例

● ●（●） ●●：●●

土石流検知システム

【土石流を検知】一の沢で土石流を検知しました【検知レベル：危険】

一の沢で土石流（危険レベル）を検知しました。

直ちに一の沢の状況を確認し、大内地区の住民へ避難を促す情報提供の
準備を開始して下さい。

宛先 ×××××××

このメッセージは“重要度・高”で送信されました。

1秒 1秒 1秒

サーバで処理 メール送信

2秒

土石流検知からメール到着まで約５秒

土石流検知サーバで
土石流を検知！！

メールサーバで
アラート発令準備

各登録者の
携帯電話に
メール到着

アラート通知メール配信までの流れ
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STIV検査線

流速測定箇所

砂防堰堤

水位測定箇所

水面境界線の検出イメージ
高い

低い
低い
（暗い）

水
面
以
上
の
標
高
範
囲

水
面

平均輝度値

輝度変化の特徴点から
水面輝度を自動的に検出

構
造
物
の
標
高(

ｍ) 

水位

平均輝度変化曲線

高い
（明るい）

時刻t1時の検査線

時刻t2時の検査線

時刻t3時の検査線

時刻t6時の検査線
流速Ｖ＝Ｌ／Ｔ

検査線長 Ｌ

時
刻
Ｔ

STIV解析のイメージ

…
…

傾き＝流速

*STIV：Space-Time)Image)Velocimetryの略

画像解析技術を利用し、袖部に接する水面位置を輝度（明るさの度合い）から 自

動判別させ「水位計測」を行います。 流速計測では、画質が悪い状態でもリアルタ
イムに計測可能な STIV)*手法を利用し横断面を複数の検査線で分解し各検査線の表
面流速を自動計測します。

カメラ映像をもとに流量を計測することもできます。
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令和 年度新技術・新工法説明会

工法の概要と施工事例

超高圧噴流による
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改良範囲

所定位置より
造成開始

改良体の造成

削孔

超高圧噴流による地盤の切削と固化材の撹拌混合

排泥は圧力の低い地上へ
空気と共に排出される

超高圧水・固化材

ロッド

(

改良体

余剰固化材
再利用可
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施工機の小型化

オーダーメイドの改良

ＪＥＴＣＲＥＴＥ工法

①施工機の小型化

標準マシン
３.６～５.０ t

小型マシン
０.７ t

超小型マシン
０.１４ t

・狭隘部の施工用に超小型マシンを開発
・人力での運搬が可能
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①施工機の小型化

施工機の小型化

オーダーメイドの改良

ＪＥＴＣＲＥＴＥ工法
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②オーダーメイドの改良

②オーダーメイドの改良
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②オーダーメイドの改良

②オーダーメイドの改良
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JETCRETE工法の施工実績

JETCRETE施工実績1 小型機械使用
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JETCRETE施工実績1 小型機械使用

JETCRETE施工実績1 小型機械使用
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JETCRETE施工実績2 オーダーメイドの仕様

JETCRETE施工実績2 オーダーメイドの仕様
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JETCRETE施工実績2 オーダーメイドの仕様

・特記仕様書に基づき変更契約

JETCRETE施工実績3 扇形の改良
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JETCRETE施工実績3 扇形の改良
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